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平成３０年８月９日 
総 合 支 所  
生 活 文 化 部  

 
配偶者暴力相談支援センターの機能整備について 

 
（付議の要旨） 
配偶者等暴力被害者（以下「ＤＶ被害者」という）の相談支援体制の一層の強化・充実

に向け、区において「配偶者暴力相談支援センター」の機能を整備する。 
 
 
１ 趣旨 
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（以下「配暴法」という）

では、その第２条において、国および地方公共団体の責務として、「国及び地方公共団体

は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援することを含め、その

適切な保護を図る責務を有する。」と規定している。また、平成１９年の同法改正により、

区市町村は、配偶者暴力対策基本計画の策定や配偶者暴力相談支援センター（以下「支

援センター」という）の機能整備についても、努力義務とされた。 
区では、平成３０年４月に「世田谷区多様性を認め合い男女共同参画と多文化共生を

推進する条例」を施行し、男女共同参画の基本的な施策として「ドメスティック・バイ

オレンスの根絶」を掲げるとともに、ＤＶ被害者支援に関わる所管において、支援に関

する具体的な仕組みや課題解決に向けた体制づくりについて検討を進めてきた。これを

受け、今般、生活文化部人権・男女共同参画担当課を中心に「支援センター」に求めら

れる機能を整備するとともに、各総合支所保健福祉センター生活支援課子ども家庭支援

センター（以下「子家セン」という）をはじめとする庁内関係所管との連携を強化し、

福祉の相談支援と人権施策としてのＤＶ被害者支援の統括的な運用に努め、配偶者等暴

力被害者支援に取り組む。 
 
２ 支援センター機能の整備 
  区においては人権・男女共同参画担当課を中心とし、子家センをはじめとする庁内関

係所管と連携して支援センターに求められる機能を整備する。 
支援センターの機能は以下（１）の６つの業務及び（２）の３つの業務を言う。 
（１）「配暴法」に掲げられている業務 

①相談及び相談機関の紹介 
②被害者の心身の健康回復のための医学的又は心理学的な指導その他の必要な

指導 
③被害者の緊急時における安全確保及び一時保護 
④自立して生活することを促進するための情報提供その他の援助 
⑤保護命令制度の利用についての情報提供や援助 
⑥被害者を居住させ保護する施設の利用についての情報提供その他の援助 
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（２）支援センターとなることで、新たに自ら実施できる業務 
①通報関係業務 
②保護命令関係業務 
③配偶者暴力被害相談の証明関係業務 
※別紙１「配偶者暴力相談支援センターの業務について」 
別紙２「配偶者暴力相談支援センター機能全体図」参照 
 

３ 新たに自ら実施できる業務についての考え方 
（１）通報関係業務（上記２（２）①） 

    人権・男女共同参画担当課及び子家センで対応する。 

 （２）保護命令関係業務（上記２（２）②） 
人権・男女共同参画担当課が、該当する被害者の相談記録を子家センに確認し

た上で作成し、裁判所あて提出する。 
（年間想定件数：2件程度 センター機能既整備済自治体の実績より） 

（３）配偶者暴力被害相談の証明関係業務（上記２（２）③） 
東京都女性相談センターで発行していた健康保険・年金事務の支援措置や、母子・

父子･寡婦法に係る証明等における相談事実証明書について、人権・男女共同参画課

において発行する。 
なお、住民基本台帳事務における支援措置申出書への証明は従来どおり警察署等

による発行とする。 
（平成２８年度 東京都女性相談センター証明１０件 (4/1-3/31発行数) 
平成２９年度 東京都女性相談センター証明１１件（4/1-3/31発行数）) 

 
４ 支援センター機能整備にあわせ、区で新たに実施する事項(別紙３-１、３－２参照) 
（１）ＤＶ相談専用ダイヤルの設置（相談機能の充実） 

    ＤＶ被害は本人の意思決定を尊重するため、周辺情報から具体的な支援を開始す

ることができない。このため、以下のとおり「ＤＶ相談専用ダイヤル」を設置し、

本人からの相談電話を子家センが直接受け、具体的な支援を開始できる機会を拡大

する。 
    ・開設時期：平成３０年１２月３日（月） 

・開設時間帯：月～金（祝日および年末年始を除く）の８：３０から１７：００ 
・子家セン、または委託先がＤＶ被害者本人等の相談や家族・関係機関・近隣等

の通報に対応する。 
 （２）（仮称）ＤＶ等相談記録管理システムの開発 

ＤＶの相談記録は、現状では各総合支所が個々に紙台帳で管理しているため、一

元的な相談記録の管理ができていない。（仮称）ＤＶ等相談記録管理システムの構築

に向けて、３１年度中のシステム稼動をめざし検討を進める。 
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５ 機能整備にかかる費用（概算） 
平成３０年度 合計 1,830,000円（第２次補正予算対応予定） 
（内訳） 
ＤＶ相談専用ダイヤル委託料     1,620,000円 
ＤＶ相談専用ダイヤル開設準備経費    165,000円 
ＤＶ相談専用ダイヤル回線利用料     45,000円 

  
６ その他ＤＶ被害者支援に関わる取組み（別紙４参照） 
（１）庁内連携会議および作業部会の実施 

総合支所保健福祉３課や人権・男女共同参画担当課をはじめ、ＤＶ被害者支援に

関わる課・係が、情報・事例の共有を図るとともに、具体的な連携の仕組みを検討

し、課題解決に取り組む体制を整備した。また、庁内連携会議とともに作業部会を

設置し、具体的な業務フローやシステム開発に向けた検討を行っている。 
（２）事例検討会の実施 

    ＤＶ相談に造詣が深い専門家がスーパーバイザーとして、支所の相談員が出席す

るケース検討会において、専門的な指導・助言を行うことで、対応力強化につなげ

る。 
６月以降、月１回程度開催。 
○スーパーバイザー職務内容 
……相談員を対象とするケース検討会を開催し、専門的な指導・助言を行う。 

（３）ＤＶ被害者支援研修の充実 
初任者、経験者それぞれに必要な研修を行い、ＤＶ被害者支援の対応力を強化す

る。 
①ＤＶ被害者支援者研修会 
対象：ＤＶ被害者支援団体連絡会構成員及び庁内関係課 
初任者向け（平成３０年度新規）……６月２７日実施 
経験者向け………………２月頃実施予定 

②ＤＶ防止研修（研修担当課との共催研修） 
対象：全職員、９～１０月頃実施予定 

（４）ＤＶ相談支援専門員の設置 
支所の相談員に日常的に指導・助言を行う非常勤職員を人権・男女共同参画担当

課に配置することにより、対応力強化につなげる。 
○職務内容（予定） 
①日常的には各支所を巡回し、ケース記録を確認し、対応についての指導・助

言を行う。 
②各支所の相談内容や事例、ケース記録から、相談対応の課題を把握し、全体

的な相談対応力の向上・平準化を目指した専門的な指導・助言を行う。 
③各支所のケース検討会に出席し、指導・助言を行う。 
④その他、ＤＶ被害者対応力向上のために必要なこと 
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７ 今後のスケジュール（予定） 

平成３０年９月   ２常任委員会（支援センター機能整備報告） 

１２月   支援センター機能整備 

   ＤＶ相談専用ダイヤル業務運用開始 

平成３１年４月以降  (仮称)ＤＶ等相談記録管理システムの開発 

 
８ その他 

支援センターの機能整備については、保健福祉センターの組織体制にかかる検討と並

行して調整を図りながら検討を行う。 

 



別紙１ 

配偶者暴力相談支援センターの業務について 
 

１ 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に掲げられている業務 
 
  ～「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」より（抜粋）～ 

（配偶者暴力相談支援センター） 
第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、

当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 
２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談

支援センターとしての機能を果たすようにするよう努めるものとする。 
３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、

次に掲げる業務を行うものとする。 

 

 第３条３項で規定している機能 区で実施している所管課等 

１ 
被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は

婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介すること。 
生活支援課子ども家庭支援セ

ンター（以下、子家セン） 

２ 

被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的

な指導その他の必要な指導を行うこと。 
子家セン→健康づくり課 
(すでに民間シェルターに入所し
ている場合は、そこから医療機関

に繋ぐケースもあり） 

３ 

被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害

者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条及び第八条

の三において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時

保護を行うこと。 

子家センでシェルター、宿泊提

供施設等への入所依頼・同行を

行う 

４ 

被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促

進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等について、情

報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行う

こと。 

子家セン 

５ 
第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提

供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこと。 
子家センで弁護士・法テラスを

案内（相談は本人が行う） 

６ 
被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提

供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 
子家セン 

 
 

 

 

 

 



別紙１ 

 

２ 配偶者暴力相談支援センターとなることで新たに実施できる業務 

  業務内容 実施する所管 

１ 
通報関係業務 通報を受理し、ＤＶ被害者本人に配偶者暴力

相談支援センターや子家セン、また緊急の場

合は警察に相談を行うよう伝えてもらう 

子家セン 
人権・男女共同参画

担当課 

２ 
保護命令関係業務 接近禁止命令や電話等禁止命令、退去命令等

の保護命令の審理にあたり、裁判所の求めに

応じた書面の提出を行う 

人権・男女共同参画

担当課 

３ 

配偶者暴力被害相談の

証明関係業務 
健康保険や国民年金、母子・父子・寡婦法に

係る手続きに使用する、配偶者暴力相談支援

センター等に相談した事実の証明書を発行

する 

人権・男女共同参画

担当課 

 



別紙２ 

 

 

庁内各課 

相談・通報 

(2)-① 通報関係業務 

(子家センに引き継ぐ・ＤＶ相談 
専用ダイヤル運営) 
  ※件数の集計 
(2)-② 保護命令関係業務 

   (裁判所に提出) 
(2)-③ 配偶者暴力被害相談の証

明関係業務(発行) 
・スーパーバイザーの派遣 
・ＤＶ相談支援専門員の巡回指

導・助言 

・ＤＶ相談記録システム管理 

 
(1)-① 相談及び相談機関の紹介 
(1)-③ 被害者の緊急時における安全

確保及び一時保護 
(1)-④ 自立して生活することを促進

するための情報提供その他の

援助 
(1)-⑤ 保護命令制度の利用について

の情報提供や援助 
(1)-⑥ 被害者を居住させ保護する施

設の利用についての情報提供

その他の援助 
(2)-① 通報関係業務 

 

(1)-② 被害者の心身の健康回復のた

めの医学的又は心理学的な指

導その他の必要な指導 

 ⇒「こころの健康相談」の活用 

人権・男女共同参画担当課 子ども家庭支援センター 健康づくり課 

配偶者暴力相談支援センター機能 

連携 

保健師 相談員 

調整 

委

託 
委

託 

匿名・傾聴 

転送 

らぷらす ＤＶ相談専用ダイヤル 

庁内連携

会議・研修 

※ 太字ゴシックは新規 

※ その他、（仮称）ＤＶ

相談記録管理システ

ムを開発、構築して

いく。 

配偶者暴力相談支援センター機能全体図 



■ＤＶ相談の流れ■ 別紙３－１

証明発行

依頼

●各種支援・サービス、手続き 等

【新設】世田谷区配偶者暴力相談支援

センター

●相談・連携・調整・啓発

・ＤＶ電話相談

・男性電話相談

・【新設】ＤＶ相談専用ダイヤル

●証明書発行

●保護命令関係業務

●相談・緊急一時保護・自立促進支援 等

○子どもの虐待相談・支援

ＤＶ被害者本人

各総合支所保健福祉センター

子ども家庭支援センター

人権・男女共同参画担当課

■相談を受けた場所に関わらず、即時の緊急性がある相談を受けた場合は、警察を案内する。

※上記の緊急対応後、各総合支所保健福祉センター子ども家庭支援センターへ情報提供を行う。

■児童虐待を含む場合は各総合支所保健福祉センター子ども家庭支援センターに繋ぐ

■高齢者虐待にあたる場合は各総合支所保健福祉センター保健福祉課地域支援担当に繋ぐ。

■障害者虐待にあたる場合は各総合支所保健福祉センター保健福祉課障害支援担当に繋ぐ。

庁内各課

相談 相談

情報提供

引継ぎ

案内

証明発行

情報提供

依頼

情報提供

引継ぎ

案内

男女共同参画センター

らぷらす委託事業



■ＤＶ通報の流れ■ 別紙３－２

●各種支援・サービス、手続き 等

【新設】世田谷区配偶者暴力相談支

援センター

●相談・連携・調整・啓発

・ＤＶ電話相談

・男性電話相談

・【新設】ＤＶ相談専用ダイヤル

●証明書発行

●相談・緊急一時保護・自立促進支援 等

○子どもの虐待相談・支援

家族・関係機関・近隣 等

各総合支所保健福祉センター

子ども家庭支援センター

人権・男女共同参画担当課

■通報を受けた場合、ＤＶ被害者本人に、配偶者暴力相談支援センターや子ども家庭支援センター

（夜間及び土日祝日・即時の緊急性がある場合は警察）へ相談を行うよう伝えてもらう

■児童虐待にあたる場合は各総合支所保健福祉センター子ども家庭支援センターに繋ぐ

■高齢者虐待にあたる場合は各総合支所保健福祉センター保健福祉課地域支援担当に繋ぐ

■障害者虐待にあたる場合は各総合支所保健福祉センター保健福祉課障害支援担当に繋ぐ

庁内各課

通報 通報

報告

案内案内

案内

男女共同参画センター

らぷらす委託事業



配偶者暴力被害者支援庁内関係所管ネットワーク図

子ども家庭支援センター【総合支所生活支援課】 人権・男女共同参画担当課 男女共同参画センターらぷらす

《相談・保護》 《相談》 《電話相談ほか》
●相談窓口・保護・生活支援・子育て支援 ◎最初の相談窓口 ●ＤＶ電話相談の実施
●医療費助成・子どもに関する手当 《普及・啓発・調整》 ●ＤＶ等暴力防止・被害者支援関連講座等の開催
●子どもの虐待相談・情報提供 ●関係機関との連携会議 ●男性電話相談の実施
◎保護命令関連業務 ●啓発・各所管への情報提供、調整
◎通報関連業務　　　　　　　　　　（子ども家庭支援） ◎証明書発行

◎保護命令関連業務
◎通報関連業務
◎相談記録システムの構築

◎庁内関係所管課への研修実施

◎・・・新しく追加となる業務

配偶者暴力相談支援センター

ＤＶ被害者

支援相談

庁内連携会議、研修会

総合支所保健福祉課

（地域支援担当）

あんしんすこやかセンター

●高齢者虐待被害者保護・支

援

総合支所保健福祉課

（障害支援担当）

●障害者虐待被害者保護・支

援

世田谷保健所健康推進課

●乳幼児健診

世田谷保健所感染症対策課

●定期予防接種

学務課

●就学相談

《相談・保護》 《子ども》 《国民健康保険》

《国民年金》

国保・年金課

●国保・年金加入相談等

《住民票》

出張所・区民係等

●住民票等の請求拒否相談

《戸籍》

戸籍係

●戸籍届書に記載されている住所に

ついての相談等

●戸籍届出の不受理申出相談等

《課税・納税証明書》

納税課

●課税・納税証明書発行制限の相談・

受付

《住宅確保》

住宅課

●入居相談

スーパー

バイズ等支

援

子ども育成推進課

●医療費助成

●子どもに関する手当

別紙４

健康づくり課（子ども家庭支援

センター）

●保健相談（訪問・面接等に

よる相談）

●こころの相談・思春期相談

●育児相談

●乳幼児健診・予防接種


